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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期

中間会計期間
第20期

中間会計期間
第19期

会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

自 2025年３月１日
至 2026年２月28日

売上高 (千円) 1,453,640 1,892,692 3,138,857

経常利益又は経常損失(△) (千円) △25,340 76,126 92,576

中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

(千円) △26,723 92,923 76,224

持分法を適用した場合の投資損失(△) (千円) △30,338 － △75,229

資本金 (千円) 60,201 60,470 60,201

発行済株式総数 (株) 12,796,595 12,809,395 12,796,595

純資産額 (千円) 1,776,489 1,972,899 1,879,437

総資産額 (千円) 2,978,829 3,079,047 3,043,731

１株当たり中間(当期)純利益
又は１株当たり中間純損失(△)

(円) △2.09 7.26 5.96

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － 7.25 5.95

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 59.6 64.1 61.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 60,609 118,155 113,044

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 33 558,976 △2,113

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 62,228 △84,554 △21,865

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,831,132 2,389,904 1,797,325
 

(注)　１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．第20期中間会計期間の持分法を適用した場合の投資損失については、当社が保有していた関連会社株式を

2026年４月１日付けで全て譲渡しており、当中間会計期間末時点において関連会社がないため記載しており

ません。

３．第19期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株

当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出

会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(１) 財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の分析

当中間会計期間における当社を取り巻く経営環境は、企業の設備投資やデジタル化に対する需要が底堅い一方

で、為替相場の変動や資源価格の動向を背景とした物価上昇等により、不確実性が高い状況が常態化しています。

当社の主要な事業領域である金融業では、金利環境の変化や株式市場の動向を背景に収益機会が広がる一方で、預

金金利や市場調達コストの上昇、顧客基盤をめぐる競争の激化など経営課題も多様化しています。特に地域銀行で

は、預金獲得に向けたサービス競争、地域銀行間の連携や金融機関とIT・コンサルティング企業との連携が進んで

います。また、コンサルティング領域では、業種業界を問わず、生産性向上やサービスの高度化を目的としたAX(AI

トランスフォーメーション)やDX(デジタルトランスフォーメーション)の取り組みが広がっており、こうした需要を

取り込むべく競争が激しくなっています。

このような中、当社は「2027年２月期－2029年２月期中期取り組み方針」を策定し、これに基づき事業運営を進

めてまいりました。また、本日(2026年10月９日)公表した中期経営計画「CRAFT2030」の策定を進め、その施策の一

つとして、イノベーション事業の事業計画見直しを中心に収益体質の向上に先行して取り組んでまいりました。

この結果、コンサルティング事業の受注が堅調だったことを主因に売上高は1,892百万円(前年同期比30.2％増)と

なりました。利益面では、コンサルティング事業の増収を主因に売上総利益が増加し、営業利益76百万円(前年同期

は営業損失20百万円)、経常利益76百万円(前年同期は経常損失25百万円)となりました。また、株式会社TOUCH TO

GOの株式売却に伴う関係会社株式売却益19百万円を特別利益に計上したことにより中間純利益92百万円(前年同期は

中間純損失26百万円)となりました。

 
セグメントの経営成績を示すと、次のとおりです。

(コンサルティング事業)

前期からの営業活動によって新プロジェクトの開始時期と要員配置のスケジュールを最適化した結果、高水準の

稼働率を維持しました。また、提供価値や信頼性を評価されたことにより高付加価値プロジェクトを受注できたほ

か、価格の適正化と付加価値向上が進みました。施策面では、業務支援から開発までの一貫した提案ニーズに対応

するためソリューション開発事業部を新設しました。あわせて、コンサルティングからソリューションまでの一貫

体制を活かした提案力強化と活動領域の拡大をねらい営業部を設置しました。

これらの結果、売上高1,802百万円(前年同期比29.9％増)、増収及び高付加価値プロジェクトの増加によりセグメ

ント利益367百万円(同52.7％増)となりました。

 
(イノベーション事業)

EC事業者向けの出荷業務DXソリューション「Global GO! Smooth EC」を中核に事業活動に取り組んでまいりまし

たが、事業展開の方向性の見直しを進めています。

この結果、売上高11百万円(前年同期比52.1％減)、セグメント損失111百万円(前年同期はセグメント損失68百万

円)となりました。

 
(DX・地方共創事業)

中堅・中小企業のDX推進を支援する「DX伴走支援サービス」に注力してまいりました。主に新潟県、福島県及び

静岡県を中心に地域銀行と連携し、地域企業に対してDXプロジェクトの企画、推進、実装に至るまで一貫したコン

サルティングサービスを提供してまいりました。この一環として、株式会社第四北越銀行及び株式会社第四北越IT

ソリューションズとともに、それぞれの強みを活かして新潟県内企業のDX推進を強化する体制の検討を進め、2026

年10月１日には、これを強力に推進することで合意し、三社によるパートナーシップ協定を締結するに至りまし

た。

このほか、顧客企業の経営戦略・経営施策の策定及び業務プロセスのDX推進を支援しました。

これらの結果、受注増加により売上高78百万円(前年同期比90.6％増)、増収によりセグメント利益13百万円(前年

同期はセグメント損失11百万円)となりました。
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② 財政状態の分析

(資産)

資産合計は3,079百万円となり、前事業年度末と比べて35百万円増加しました。

流動資産は2,910百万円となり、前事業年度末と比べて575百万円増加しました。これは主に、売掛金及び契約資

産が8百万円減った一方で、TTG株式の売却等により現金及び預金が592百万円増加したことによるものであります。

固定資産は168百万円となり、前事業年度末と比べて540百万円減少しました。これは主に、TTG株式の売却により

関係会社株式が541百万円減少したことによるものであります。

(負債)

負債合計は1,106百万円となりました。

流動負債は662百万円となり、前事業年度末と比べて14百万円増加しました。これは主に、賞与引当金が12百万円

増加したことによるものであります。

固定負債は443百万円となり、前事業年度末と比べて73百万円減少しました。これは主に、退職給付引当金が11百

万円増加した一方で、社債及び長期借入金の返済が進んだことによるものであります。

(純資産)

純資産合計は1,972百万円となり、前事業年度末と比べて93百万円増加しました。これは主に、中間純利益92百万

円の計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。

 
③ キャッシュ・フローの状況の分析

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は2,389百万円(前中間会計期間末に比べ

て558百万円増加)となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは118百万円の収入(前年同期は60百万円の収入)となりました。これは主に関

係会社株式売却益19百万円を計上したことによる会計上の営業キャッシュ・フローの減少要因があった一方で、税

引前中間純利益95百万円を計上したことに加えて、未払消費税等の増加15百万円、賞与引当金の増加12百万円及び

退職給付引当金の増加11百万円等の資金の増加要因があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは558百万円の収入(前年同期は０百万円の収入)となりました。これは主に関

係会社株式の売却による収入561百万円等の資金の増加があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは84百万円の支出(前年同期は62百万円の収入)となりました。これは主に長

期借入金の返済による支出19百万円や社債の償還による支出65百万円等の資金の減少があったことによるものであ

ります。

 
(２) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(３) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は10百万円であります。

 
３ 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,600,000

計 35,600,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,809,395 12,809,395
東京証券取引所
スタンダード市場

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であり
ます。

計 12,809,395 12,809,395 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年３月１日～
2026年８月31日(注)

12,800 12,809,395 268 60,470 268 1,100,656
 

(注) 新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

蒲原　寧 東京都港区 2,780 21.71

道しるべ株式会社 東京都港区麻布十番１丁目５－10 1,350 10.54

奥井　裕介 東京都江東区 474 3.70

西島　康隆 東京都江東区 341 2.67

武田　陽三 埼玉県蕨市 305 2.38

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 303 2.37

小阪　健雄 東京都文京区 185 1.45

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６－21 180 1.41

今　秀信 奈良県奈良市 150 1.17

市川　敏夫 東京都港区 119 0.93

計 － 6,191 48.35
 

(注) 当社所有の自己株式３千株があります。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － －

3,200

完全議決権株式(その他)
普通株式

127,972
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

12,797,200

単元未満株式
普通株式

－ －
8,995

発行済株式総数 12,809,395 － －

総株主の議決権 － 127,972 －
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2026年８月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

サインポスト株
式会社

東京都中央区日本
橋本町４-12-20

3,200 ― 3,200 0.02

計 － 3,200 ― 3,200 0.02
 

(注) 上記のほか、自己保有の単元未満株式19株があります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年３月１日から2026年８月31日ま

で)に係る中間財務諸表について、監査法人ＦＲＩＱによる期中レビューを受けております。

 

３  中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,807,340 2,399,942

  売掛金及び契約資産 468,044 459,228

  商品及び製品 6,774 2,638

  原材料及び貯蔵品 162 162

  その他 52,992 49,021

  流動資産合計 2,335,313 2,910,993

 固定資産   

  有形固定資産 3,021 3,822

  無形固定資産 87 395

  投資その他の資産   

   関係会社株式 541,950 -

   その他 163,358 163,835

   投資その他の資産合計 705,308 163,835

  固定資産合計 708,417 168,054

 資産合計 3,043,731 3,079,047

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 162,242 157,254

  1年内償還予定の社債 130,000 130,000

  1年内返済予定の長期借入金 38,044 38,044

  未払法人税等 2,290 1,620

  賞与引当金 147,721 160,212

  その他 167,644 175,688

  流動負債合計 647,942 662,819

 固定負債   

  社債 215,000 150,000

  長期借入金 109,730 89,874

  退職給付引当金 183,240 195,059

  資産除去債務 8,381 8,395

  固定負債合計 516,351 443,328

 負債合計 1,164,293 1,106,148

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 60,201 60,470

  資本剰余金 1,358,012 1,358,281

  利益剰余金 462,175 555,098

  自己株式 △951 △951

  株主資本合計 1,879,437 1,972,899

 純資産合計 1,879,437 1,972,899

負債純資産合計 3,043,731 3,079,047
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

売上高 1,453,640 1,892,692

売上原価 1,017,460 1,234,599

売上総利益 436,179 658,092

販売費及び一般管理費 ※  456,740 ※  582,057

営業利益又は営業損失（△） △20,560 76,035

営業外収益   

 受取利息 1,552 3,383

 その他 4 9

 営業外収益合計 1,556 3,392

営業外費用   

 支払利息 3,037 2,914

 株式交付費 71 235

 社債発行費 3,013 -

 その他 214 150

 営業外費用合計 6,336 3,301

経常利益又は経常損失（△） △25,340 76,126

特別利益   

 関係会社株式売却益 - 19,152

 特別利益合計 - 19,152

特別損失   

 減損損失 - 216

 特別損失合計 - 216

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △25,340 95,061

法人税等 1,382 2,138

中間純利益又は中間純損失（△） △26,723 92,923
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △25,340 95,061

 減価償却費 239 377

 減損損失 - 216

 賞与引当金の増減額（△は減少） 9,364 12,491

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,950 11,819

 受取利息 △1,552 △3,383

 支払利息及び社債利息 3,037 2,914

 株式交付費 71 235

 社債発行費 3,013 -

 関係会社株式売却損益（△は益） - △19,152

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 37,227 7,626

 棚卸資産の増減額（△は増加） 2,596 4,135

 未払金の増減額（△は減少） △17,139 9,277

 未払消費税等の増減額（△は減少） △25,707 15,348

 仕入債務の増減額（△は減少） 14,998 △4,988

 その他 35,189 △11,865

 小計 63,948 120,116

 利息及び配当金の受取額 1,552 2,864

 利息の支払額 △2,480 △3,077

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,410 △1,748

 営業活動によるキャッシュ・フロー 60,609 118,155

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △10,014 △10,038

 定期預金の払戻による収入 10,012 10,014

 有形固定資産の取得による支出 △428 △1,363

 無形固定資産の取得による支出 - △340

 関係会社株式の売却による収入 - 561,102

 敷金及び保証金の差入による支出 △451 △1,074

 敷金及び保証金の回収による収入 915 676

 投資活動によるキャッシュ・フロー 33 558,976

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △6,650 -

 長期借入金の返済による支出 △28,188 △19,856

 社債の発行による収入 146,986 -

 社債の償還による支出 △50,000 △65,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 79 301

 財務活動によるキャッシュ・フロー 62,228 △84,554

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 122,871 592,578

現金及び現金同等物の期首残高 1,708,261 1,797,325

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,831,132 ※  2,389,904
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【注記事項】

(第一種中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当中間会計期間

(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

税金費用の計算

 
　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純損益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用しております。
 

　

(中間貸借対照表関係)

　当座貸越契約

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

当座貸越極度額 50,000 千円 50,000 千円

借入実行残高 － 千円 － 千円

差引額 50,000 千円 50,000 千円
 

 
(中間損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
至　2026年８月31日)

給料手当 116,865千円 185,880千円

賞与引当金繰入額 34,587千円 49,113千円

退職給付費用 7,506千円 4,655千円
 

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 
前中間会計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

現金及び預金 1,841,147千円 2,399,942千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,014千円 △10,038千円

現金及び現金同等物 1,831,132千円 2,389,904千円
 

　

(株主資本等関係)

前中間会計期間(自 2025年３月１日 至 2025年８月31日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

　

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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　当中間会計期間(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

　

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
(持分法損益等)

 
前事業年度

(2026年２月28日)
当中間会計期間
(2026年８月31日)

関連会社に対する投資の金額 541,950 千円 － 千円

持分法を適用した場合の投資の金額 350,799 千円 － 千円
 

 

 
前中間会計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

持分法を適用した場合の投資損失の金額(△) △30,338 千円 － 千円
 

（注）当社が保有していた関連会社株式は、2026年４月１日付けで全て譲渡しており、当中間会計期間末時点におい

て当社が保有する関連会社株式はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間(自 2025年３月１日 至 2025年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

中間損益計算書
計上額
(注)２

コンサルティ
ング事業

イノベーショ
ン事業

DX・地方共創
事業

計

売上高       

 顧客との契約から生じる
　収益

1,387,484 21,757 41,297 1,450,539 － 1,450,539

 その他の収益 － 3,101 － 3,101 － 3,101

  外部顧客への売上高 1,387,484 24,858 41,297 1,453,640 － 1,453,640

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － －

計 1,387,484 24,858 41,297 1,453,640 － 1,453,640

セグメント利益又は損失(△) 240,526 △68,333 △11,449 160,743 △181,304 △20,560
 

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△181,304千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、中間損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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Ⅱ　当中間会計期間(自 2026年３月１日 至 2026年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

中間損益計算書
計上額
(注)２

コンサルティ
ング事業

イノベーショ
ン事業

DX・地方共創
事業

計

売上高       

 顧客との契約から生じる
　収益

1,802,066 8,726 78,713 1,889,506 － 1,889,506

 その他の収益 － 3,185 － 3,185 － 3,185

  外部顧客への売上高 1,802,066 11,911 78,713 1,892,692 － 1,892,692

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － －

計 1,802,066 11,911 78,713 1,892,692 － 1,892,692

セグメント利益又は損失(△) 367,315 △111,847 13,266 268,735 △192,699 76,035
 

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△192,699千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項 (セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

(1) １株当たり中間純利益又は
   １株当たり中間純損失(△)

△2円09銭 7円26銭

(算定上の基礎)   

 中間純利益又は中間純損失(△)(千円) △26,723 92,923

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る中間純利益又は中間純損失(△)(千円) △26,723 92,923

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,790,976 12,801,896

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 7円25銭

（算定上の基礎）   

　中間純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) － 7,538

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年
度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当

たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

サインポスト株式会社(E33519)

半期報告書

14/18



 

(重要な後発事象)

当社は、2026年10月９日開催の取締役会において、中期経営計画を決議しました。その中で、事業環境の変化

に対応し、経営資源をコンサルティング事業及びDX・地方共創事業に集中するとともに、イノベーション事業を

縮小する方針を決定しました。

なお、本件による当事業年度の業績への影響は、現在、精査中であります。

 
２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年10月９日

サインポスト株式会社

取締役会  御中

 

監査法人ＦＲＩＱ
　東京都千代田区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　藤　稔　幸

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　藤　　　涼

 

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサインポスト

株式会社の2026年３月１日から2027年２月28日までの第20期事業年度の中間会計期間（2026年３月１日から2026年８

月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及

び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、サインポスト株式会社の2026年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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